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（はじめに）
統計調査員，統計指導員，都道府
県・市区町村の統計担当の職員を始
めとする関係者の皆様には，新型コ
ロナウイルス感染者の急増を受けて
発出された緊急事態宣言が延長され
ている中，公的統計の作成のために
御尽力いただき心から感謝申し上げ
ます。今後の状況は見通せません
が，統計作成への様々な影響が出る
ことは避けられない情勢です。重要
統計を確実に作成する立場から，ど
う受け止め，どう行動していくべき
か，関係者の皆様に私の考えをお伝
えし，御理解と御協力をお願いした
いと思います。
（基本方針）
感染拡大の影響は，統計調査員に
よる調査を行っている統計に大きく
表れてくると考えます。当面，毎月
調査を行い，その結果を閣議に報告
している，家計調査，労働力調査，
小売物価統計調査のいわゆる経常３
調査と，本年秋に実施する日本に住
むすべての人を対象とする国勢調査

への影響を見極めた上で，地方公共
団体と連携して，どうすれば調査を
継続できるのか知恵を絞って，しっ
かりと対応してまいります。
統計局の基本方針は，感染拡大防止
に最大限配慮しつつ，統計を確実に作
成することです。そのためには，統計
調査員の方が調査対象である世帯の方
などと直接接する機会を可能な限り抑
え不安感を解消することが重要です。
４月には，経常３調査のうち家計調
査，労働力調査について，非常時に
は統計調査に郵便等を活用できるよ
う総務省令を改正しました。イン
ターネット回答と相まって，接触機
会の抑制の大きな手段になると考え
ています。国勢調査についても，リ
スク管理の観点から調査方法などを
柔軟に考えていきます。
（公的統計にエールを！）
公的統計を確実に作成すること
の意義を確認したいと思います。
平常時はもちろん現在のような非
常時こそ，経済社会の実相を把握
して行政や企業等が的確に対応す

るための基盤となる情報として，
タイムリーで正確な統計の作成の
要請が，より高まっていると考え
ます。また，未来のためにデータ
を残す歴史的な意味合いも大きい
のです。関係者の皆様にも改めて
共有いただき，連帯感を持って業
務を継続いただくことが統計に
とって最高のエールになります。
今後の状況次第では，一部の統計

の公表に若干の遅れが出ることはあ
るかもしれませんが，統計の空白を
作ってはなりません。我々統計局の
職員も，統計を作成できるのは，全
国の関係者の皆様の御努力があって
こそだと肝に銘じ，調査対象の世帯
や企業の皆様への感謝の気持ちを忘
れず，統計行政の中核を担っている
という自覚を持って，集まったデー
タの編成を担う統計センターとも連
絡を密にして，一体感を高めつつこ
の危機を乗り越えていく決意です。
改めて，関係者の皆様の御理解

と御協力を心からお願い申し上げ
ます。

総務省統計局長 佐伯　修司

緊急事態だからこそ，公的統計にエールを！



我が国のこどもの数
「こどもの日」（５月５日）にちなみ，2020 年４月１日現在における我が国のこどもの数を推計しましたので，そ

の概要を紹介します。

こどもの数は 1512 万人，39 年連続の減少
2020 年４月１日現在におけるこどもの数（15 歳未満人

口）は，前年に比べ 20 万人少ない 1512 万人で，1982 年
から 39 年連続の減少となり，過去最少となりました。

男女別では，男子が 774 万人，女子が 738 万人となっ
ており，男子が女子より 36 万人多く，女子 100 人に対す
る男子の数（人口性比）は 105.0 となっています。（表１）

こどもの数を年齢３歳階級別にみると，12 ～ 14 歳が
321 万人（総人口に占める割合 2.6％），９～ 11 歳が 318

万人（同 2.5％），６～８歳が 304 万人（同 2.4％），３～５
歳が 293 万人（同 2.3％），０～２歳が 275 万人（同 2.2％）
となっています。（表２）

こどもの割合は 12.0％，46 年連続の低下
こどもの割合（総人口に占めるこどもの割合）は，

1950 年には総人口の３分の１を超えていましたが，第１
次ベビーブーム期（1947 年～ 1949 年）の後，出生児数の
減少を反映して低下を続け，1965 年には総人口の約４分
の１となりました。

その後，1970 年まで低下が続いたこどもの割合は , 第
２次ベビーブーム期（1971 年～ 1974 年）の出生児数の増
加によって僅かに上昇したものの，1975 年から再び低下
を続け，1997 年には 65 歳以上人口の割合（15.7％）を下回っ
て 15.3％となり，2020 年は 12.0％（前年比 0.1 ポイント低
下）で過去最低となりました。

なお，こどもの割合は，1975 年から 46 年連続して低下
しています。（図）

※詳細については，統計トピックス No.125「我が国のこどもの数－「こどもの日」にちなんで－」のページを御覧ください。
　https://www.stat.go.jp/data/jinsui/topics/topi1250.html

表１　男女別こどもの数

表２　男女，年齢３歳階級別こどもの数（2020 年４月１日現在）

1950年 20年15年10年05年2000年95年90年85年80年75年70年65年60年55年

図　こどもの数及び割合の推移
（1950 年～ 2020 年）

2020年
４月１日現在

2019年
４月１日現在

対前年 
増減数

こどもの数
（万人）

男女計 1512 1532 －20 
男 774 785 －10 
女 738 747 －10 

人口性比 105.0 105.0 0.0 

総人口
（万人）

男女計 12596 12625 －30 
男 6131 6144 －13 
女 6465 6481 －17 

人口性比 94.8 94.8 0.0 
総人口に占める

こどもの割合（％） 12.0 12.1 －0.1 

こどもの数 未就学の乳幼児（０～５歳） 小学生（６～11歳） 中学生
（12～14歳）０～２歳 ３～５歳 ６～８歳 ９～11歳

人 口 
（万人）

男女計 1512 569 275 293 622 304 318 321 

男 774 291 141 150 318 156 163 165 

女 738 277 134 143 303 149 155 157 

総人口に占める割合（％） 12.0 4.5 2.2 2.3 4.9 2.4 2.5 2.6 

（注）表１，２の人口は万人単位に四捨五入しているので，内訳の合計は必ずしも総数に一致しない。
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我が国の総人口は1億2616万7千人
「人口推計」結果（2019年10月1日現在）

「人口推計」は，国勢調査による人口を基礎に，その後の人口の動向を他の人口関連資料から得て，「各月１日現在
人口」及びより詳細な「各年 10 月１日現在人口」を算出しています。

この度，2019 年 10 月１日現在の「全国 年齢（各歳），男女別人口」及び ｢都道府県 年齢（５歳階級），男女別人
口｣ を４月 14 日に公表しましたので，その概要を紹介します。

総人口は 27 万６千人の減少

総人口，日本人人口ともに９年連続の減少

総人口は１億 2616 万７千人となり，前年に比べ 27
万６千人の減少と９年連続で減少しています。

日本人人口は１億 2373 万１千人となり，前年に比べ 48
万７千人の減少と９年連続で減少しています。

自然増減は 13 年連続の自然減少，社会増減は７年連続
の社会増加となっています。社会増減を日本人・外国人
の別にみると，日本人は２年ぶりの社会増加，外国人は
７年連続の社会増加となっています。（表１，図１）

 15 ～ 64 歳人口の割合は 59.5％で過去最低

総人口に占める年齢区分別の割合の推移をみると，15
歳未満人口は 1950 年以降低下を続け，2019 年（12.1％）
は過去最低となっています。また，15 ～ 64 歳人口は，
1992 年にピークとなり，その後は低下を続け，2019 年は
59.5％と過去最低となっています。

一方，65 歳以上人口（28.4％）は過去最高となってい
ます。なお，75 歳以上人口も 14.7％と過去最高となりま
した。（図２）

東京都など７都県で人口増加，40 道府県で人口減少

人口増減率を都道府県別にみると，増加は７都県と
なっており，東京都が最も高く，次いで沖縄県，埼玉
県などとなっています。

一方，減少は 40 道府県となっており，秋田県，青森
県など９県で人口減少率が１％を超えています。（表２）

図２　年齢区分別人口の割合の推移
（1950 年～ 2019 年）
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図１　総人口の人口増減数及び人口増減率の推移
（1950 年～ 2019 年）
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注）人口増減率は，前年 10 月から当年９月までの人口増減数を前年人口（期
間初めの人口＝期首人口）で除したもの。

表２　都道府県別人口増減率（上位及び下位）
（単位：％）

人　口
増減率
順　位

都道府県
人口増減率 人　口

増減率
順　位

都道府県
人口増減率

2019年 2018年 2019年 2018年

－ 全 国 －0.22 －0.21 
1 東 京 都 0.71 0.72 … … … …
2 沖 縄 県 0.39 0.31 42 徳 島 県 －1.09 －0.99 
3 埼 玉 県 0.27 0.28 43 岩 手 県 －1.12 －1.12 
4 神奈川県 0.24 0.20 44 山 形 県 －1.15 －1.04 
5 愛 知 県 0.21 0.16 44 高 知 県 －1.15 －1.06 
6 滋 賀 県 0.11 －0.01 46 青 森 県 －1.31 －1.22 
7 千 葉 県 0.08 0.14 47 秋 田 県 －1.48 －1.47

表１　総人口及び日本人人口の推移（2010 年～ 2019 年）

注 1）2015 年までの増減数には補間補正数（国勢調査人口を基に算出した
人口推計と，その次の国勢調査人口との差を各年に均等配分して算
出したもの）を含む。このため，増減数は自然増減と社会増減の計
とは一致しない。

2）国勢調査人口。日本人人口は，総人口に対する日本人人口の割合で
あん分した国籍不詳を含む。

（単位：千人）

年　次

総人口 日本人人口
10月1日
現　在

増減
数1）

自然
増減

社会
増減 日本人 外国人

10月1日
現　在

増減
数1）

2010年 128,057 2） 26 －105 0 4 －4 126,382 2） 38
2011　 127,834 －223 －183 －79 －28 －51 126,210 －172
2012　 127,593 －242 －201 －79 －23 －56 126,023 －187
2013　 127,414 －179 －232 14 －23 37 125,803 －220
2014　 127,237 －177 －252 36 －23 60 125,562 －241
2015　 127,095 2） －142 －275 94 －1 95 125,319 2） －243
2016　 126,933 －162 －296 134 －2 136 125,020 －299
2017　 126,706 －227 －377 151 4 147 124,648 －372
2018　 126,443 －263 －424 161 －3 165 124,218 －430
2019　 126,167 －276 －485 209 1 208 123,731 －487
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１　産業大分類別の売上高の状況

2018 年の産業大分類別の売上（収入）金額（以下「売
上高」という。）は「卸売業，小売業」で 498.0 兆円，「製
造業」で 413.2 兆円などとなっています。（表）

２　産業大分類別の中分類売上高構成比の状況

産業大分類ごとに中分類の売上高構成比をみると，「卸
売業，小売業」では「建築材料，鉱物・金属材料等卸売
業」（21.4％）が最も高く，「製造業」では「輸送用機械器
具製造業」（19.2％），「金融業，保険業」では「保険業（保
険媒体代理業，保険サービス業を除く）」（58.7％），「医療，
福祉」では「社会保険・社会福祉・介護事業」（74.5％），「運
輸業，郵便業」では「道路貨物運送業」（38.0％）などとなっ
ています。（図）

３　今後の公表スケジュール

経済構造実態調査では，今回公表する「一次集計」の
ほかに「二次集計」及び「三次集計」があり，地域別表
章を含め，より詳細な結果を順次公表します。
○　二次集計

産業，経営組織別の売上高，費用総額，主な費用項目，
付加価値額　等を集計　（令和２年７月公表）
○　三次集計

都道府県，産業別の売上高　等を集計
（令和２年 10 月公表）

総務省及び経済産業省は，製造業及びサービス産業の付加価値等の構造を明らかにし，国民経済計算の精度向上等
に資するとともに，経済センサス ‐ 活動調査実施中間年の経済構造統計を作成することを目的とした「経済構造実
態調査」を創設しました。

この度，2019 年６月に実施しました初めての調査の一次集計結果を公表しました。
なお，今回公表する「一次集計」のほかに，「二次集計」及び「三次集計」があり，地域別表章を含め，より詳細

な結果を順次公表します。

「2019年経済構造実態調査」一次集計結果の概要

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

輸送用機械器具製造業

化学工業

食料品製造業

生産用機械器具製造業

電気機械器具製造業
その他

ガス業

電気業

水道業

熱供給業映像・音声・文字情報制作業

通信業

インターネット付随サービス業

放送業情報サービス業

道路貨物運送業 運輸に附帯するサービス業 鉄道業 水運業 航空運輸業

建築材料，鉱物・金属材料等卸売業

機械器具卸売業

飲食料品卸売業

その他の卸売業

その他の小売業

その他

保険業（保険媒体代理業，保険サービス業を除く） 銀行業

不動産賃貸業・管理業 物品賃貸業 不動産取引業

専門サービス業 広告業技術サービス業

飲食店

学術・開発研究機関

宿泊業

持ち帰り，配達飲食サービス業

その他の生活関連サービス業

娯楽業

洗濯・理容・美容・浴場業

その他の教育，学習支援業

学校教育

保健衛生社会保険・社会福祉・介護事業 医療業

協同組合 郵便局

その他の事業サービス業 職業紹介・労働者派遣業

その他

廃棄物処理業

機械等修理業

自動車整備業

協同組織金融業

※

その他

その他

金融商品取引業，商品先物取引業
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図　産業大分類別の中分類売上高構成比

注：各産業大分類における上位５分類までを表示し，それ以外の分類については「そ
の他」として統合している。

注：グラフ中の省略表記は以下のとおり。
※：貸金業，クレジットカード業等非預金信用機関

※経済構造実態調査の結果については，次のＵＲＬを御覧ください。
　https://www.stat.go.jp/data/kkj/kekka/index.html

表　産業大分類別売上高

産業大分類 2018年
（兆円）

製造業 413.2
電気・ガス・熱供給・水道業 27.0
情報通信業 63.6
運輸業，郵便業 69.6
卸売業，小売業 498.0
金融業，保険業 118.3
不動産業，物品賃貸業 50.5
学術研究，専門・技術サービス業 44.1
宿泊業，飲食サービス業 22.3
生活関連サービス業，娯楽業 37.7
教育，学習支援業 15.3
医療，福祉 115.5
複合サービス事業 9.0
サービス業（他に分類されないもの） 36.6
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［勲章受章者］ ※敬称略
○瑞宝単光章

岡　澄 （北海道）
立中　柳二 （北海道）
石井　力 （北海道）
田中　昇 （北海道）
志尾　良治 （北海道）
小関　千鶴子 （北海道）
新田　重男 （北海道）
原　キヨ子 （青森県）
佐藤　祐市 （岩手県）
菊池　正晴 （岩手県）
梅原　淳一 （岩手県）
吉田　みつゑ （宮城県）
渡邉　英一郎 （山形県）
西牧　武彦 （福島県）
遠藤　豊子 （福島県）
林　みつ枝 （茨城県）
北岡　洋子 （茨城県）
柴垣　博子 （栃木県）
谷田　葊一 （栃木県）
四方　陽子 （埼玉県）
佐藤　得子 （埼玉県）
五十嵐　慧子 （埼玉県）
牛山　富江 （埼玉県）
根本　貞夫 （千葉県）
鈴木　康英 （千葉県）
木川　優一 （千葉県）
大竹　公男 （千葉県）
渡邊　明 （東京都）
狩集　祥子 （東京都）
丸　英子 （東京都）
福井　慶子 （東京都）
志村　順子 （東京都）
田口　三好 （神奈川県）

岩本　長枝 （神奈川県）
⻆井　公子 （神奈川県）
山口　道子 （神奈川県）
関　由昇 （新潟県）
多川　くみ子 （新潟県）
荒木　たか子 （福井県）
纐纈　裕子 （岐阜県）
村瀬　愛子 （岐阜県）
上本　三保子 （岐阜県）
髙野　清子 （静岡県）
石川　操 （静岡県）
亀山　道生 （愛知県）
鈴村　澄江 （愛知県）
鍛島　清美 （愛知県）
鯉江　美奈子 （愛知県）
玉田　さかゑ （愛知県）
山本　加代子 （三重県）
浦田　榮一 （大阪府）
岡野　正巳 （大阪府）
山村　安之 （大阪府）
春田　五月 （大阪府）
福井　葊吉 （兵庫県）
田渕　純子 （兵庫県）
前田　早知子 （兵庫県）
牧　幸夫 （岡山県）
小寺　操 （岡山県）
小林　愷子 （広島県）
飯田　美津枝 （広島県）
村上　津留子 （福岡県）
窪　岩子 （鹿児島県）

［褒章受章者］ ※敬称略
○藍綬褒章

河合　満 （北海道）
島田　京子 （北海道）

塚本　晴義 （北海道）
花木　英紘 （北海道）
今泉　抄子 （北海道）
久保田　純子 （北海道）
村上　美保 （青森県）
鹿野　真由美 （宮城県）
太田　いづみ （宮城県）
宍戸　加代子 （山形県）
二上　明子 （埼玉県）
東海林　由美子 （埼玉県）
青木　孝子 （東京都）
土屋　陽子 （東京都）
中山　敏子 （東京都）
大髙　多喜子 （東京都）
坂井　幸枝 （神奈川県）
市川　秀子 （富山県）
舛田　千惠子 （石川県）
霜井　美保子 （静岡県）
後藤　治子 （愛知県）
松本　明美 （京都府）
森　乃生子 （大阪府）
古川　麻里 （和歌山県）
杉野　恭枝 （広島県）
松浦　恵子 （広島県）
粟屋　千惠子 （山口県）
大久保　いく子 （福岡県）
安冨　美佐子 （長崎県）
仲里　初枝 （沖縄県）

「令和２年春の叙勲及び褒章」
政府は，４月 29 日に，「春の叙勲及び褒章」の受章者を発令しました。

総務省における統計関係では，永年にわたり国勢調査を始め各種統計調査に調査員として従事し，調査実施に多大

な貢献をした次の方々が，勲章及び褒章の栄誉に浴されました。栄えある受章にお祝い申し上げます。
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本科（総合課程）は，各種行政施策の企画・立案・評
価に必要な統計の知識・理論，分析手法と広範囲な応用
力の習得を目的として実施しています。

受講者１人に１台のパソコンを配備し，敷地内に宿泊
施設を設置するなど，研修環境も整えています。

講義内容について
様々な分野の統計の知識・理論，分析手法を幅広く学

びます。講義における演習時間も充実しており，演習を
通じて知識の定着を図るとともに，一部の科目では効果
測定として試験を実施します。

統計教育及び統計業務の第一線で活躍されている方々
が講義を行っています。

講義内容の一部について御紹介します。

表計算ソフト（Excel）による表作成・グラフ作成・分
析ツールの使い方などを習得するほか，統計解析ソフト
である R の使い方などにも触れます。

記述統計では，基本統計量，度数分布表の作り方など
の基礎的な内容から，回帰分析や時系列分析の方法を習
得します。推測統計では，確率・確率分布や区間推定，
仮説検定などを学び，誤差の推計方法などを習得します。

多変量解析では，重回帰分析の方法を学ぶとともに，
多変量解析の手法を応用した演習中心の講義を行い，複
数の変数から要因分析を行う力を身に付けます。

統計調査では，統計調査の企画や調査票の設計，結果
の集計・公表・提供など，統計調査の実施全般について
学びます。標本調査法では，標本の抽出方法や標本数の
決め方，標本調査の意味や読み方などを学ぶことにより，
適切な標本設計を行うための知識を習得します。意識調
査では，意識調査の調査手法，一般の統計調査と比較し
ての意識調査の特徴などの講義を行います。

人口分析では，人口統計の体系と調査概要，人口分析
の手法，将来人口推計の手法及び現下の人口問題などを
学び，基礎的な分析力を身に付けます。地域分析では，
地域間比較を行う際の手法や注意点などを学びます。

経済分析基礎理論では，経済学の基礎知識を習得する
とともに，基本的な分析手法などを学びます。国民・県
民経済計算ではその意義，SNA の概要，回帰モデルによ
る分析手法の基礎などを習得します。消費・物価分析では，
その体系や物価指数理論，消費・物価分析の手法及び現
下の消費・物価問題などを学びます。

研究及びグループ演習について
座学による理論の習得のほか，個人でテーマを決めて

分析・発表する個人研究及びグループで統計調査の企画・

≫≫令和２年度統計研修 本科（総合課程）の御案内≪≪
総務省統計研究研修所では，国，地方公共団体の職員（教員を含む。）及び政府関係機関の職員を対象に，統計リテラシー

の向上を目的として，様々な研修を実施しています。
今回は，３か月間に渡り統計的思考力やデータ分析力を習得し，未来を担う人材を育成するために実施している「本科（総

合課程）」を御紹介します。

研修風景

基礎科目：統計グラフ作成演習，統計解析ソフト（R）
の基本など

経済統計分析：経済分析基礎理論，国民・県民経済
計算，消費・物価分析など

人口・社会統計分析：人口分析，地域分析など

統計調査論：統計調査，標本調査法，意識調査など

統計学：記述統計，推測統計，多変量解析

令和２年度「本科（総合課程）」
研修期間：令和２年９月23日（水）～12月18日（金）
募集〆切：令和２年７月22日（水）
募集人員：30名
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設計から集計・発表までを行うグループ演習に多くの時
間を割いています。

受講者それぞれが，興味のある分野について研究テー
マを設定した上で，研修で学んだ統計理論や分析手法を
用いて分析を行い，レポートを執筆するとともに，プレ
ゼンテーション手法を学び，発表も行います。

５人程度のグループで，どのような調査を行うかのテー
マを選定した上で，調査票の作成，標本設計，結果表の
作成など，調査の企画設計全体に係るグループ演習を行
います。

このように，本科（総合課程）では，基礎的な内容か
ら応用的な内容までを学ぶ講義が充実しております。こ
の他にも，統計の品質管理に関する講義なども実施する
予定です。

御不明な点については，下記の問合せ先まで御連絡く
ださい。

皆様の受講をお待ちしております。

個人研究発表の様子

個人研究

調査企画（グループ演習）

令和元年度統計研修受講記

問合せ先
総務省統計研究研修所　研修企画課企画係
TEL　042-320-5874
FAX　042-320-5825
E-mail　o-kenkikaku@soumu.go.jp
https://www.stat.go.jp/training/index.html

令和元年度「本科（総合課程）」を受講して
岐阜県北方警察署　青木　謙吾

（現在，岐阜県警察本部刑事部刑事総務課勤務）

この度，岐阜県警察を代表して本科研修（総合課程）
を受講させていただきました。

研修期間中は，講師の皆様の熱心な御指導，研修
環境を整えてくださった研修所の皆様や同期生のサ
ポート等のおかげで，充実した日々を過ごすことがで
き，長いと思われた３か月間の研修があっという間に
過ぎ去りました。

本科研修では，統計学の基礎理論や統計調査論，経
済統計分析等の講義に加えて，個人研究やグループ演
習といったカリキュラムが組まれていました。

個人研究では，各自で研究テーマを設定し，データ
を収集した上で，講義で学んだ手法を用いて分析を行
い，結論を導き出すわけですが，必要なデータが集ま
らなかったり，分析手法や分析結果の解釈に戸惑った
りと試行錯誤の連続でした。

研究過程では，講師の方から助言・指導していただ
いたり，同期生同士で教え合う等して，分析手法等に
対する知識や理解を深め，各々導き出した結論等を発
表することができました。

グループ演習では，統計調査の企画，調査票の設計，
調査の実施，調査結果の公表に至る一連の事務を経験
し，統計調査論等の講義内容と実務を結びつけること
ができ，非常に有意義なものであったと思います。

当然，講義や演習は有意義なものでありましたが，

統計部局，国税庁，都道府県職員，警察等，全国様々
な機関から研修に参加した同期生との出会いも，この
研修期間中の財産と言えます。

所属機関や業務内容が異なり，本研修に参加しなけ
れば絶対に顔を合わすことはなかったであろう人達
と，３か月間，勉学や飲食を共にしたことで親睦が深
まり，分からないこと等を気軽に相談できる関係性を
築けたのではないかと思います。

昨今，統計の重要性が高まりをみせる中，私たち警
察組織におきましても，犯罪統計や交通事故統計等の
証拠に基づく政策立案（EBPM）や PDCA サイクル
の重要性が増しています。

また，限られた時間や人員の中で，いかに業務の効
率化を果たすかという点においても，統計の利活用が
求められるところであります。

私は今春，統計業務に携わる部署へ異動となりまし
たので，本科研修で学んだ知識を更に昇華させ，今後
の業務に生かしていきたいと思います。

最後になりましたが，研修期間中，御指導いただき
ました講師の皆様，研修環境を整えていただいた研修
所の皆様，共に学んだ研修同期生の皆様，研修に参加
する機会を与えていただいた皆様に心より感謝申し
上げます。
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（独）統計センターが提供する公的統計の二次的利用サービスについて

●　統計センターにおける取組

統計センターでは，公的統計のミクロデータ利用サー
ビスとして，主に三つのサービスを提供します。

①　オンサイト利用による調査票情報提供サービス

統計センターは，各府省から寄託された統計調査の調
査票情報を用いて，オンサイト利用による調査票情報の
提供サービスを実施しています。

オンサイト利用とは，学術研究目的など，法令に基づ
く利用要件を満たした申出者に対して，統計センターと
連携する大学や行政機関等に設置されたオンサイト施設
において，調査票情報を遠隔操作で利用することをいい
ます。オンサイト施設は，入退室管理やデータ管理など
において，高い情報セキュリティを確保しています。

このオンサイト施設を利用することで，秘匿などの加
工等が施されていない調査票情報を利用して幅広い研究・
分析を行うことが可能となります。

現在，大学，研究機関などと連携して 12 か所（令和２
年４月時点）にオンサイト施設を設置しており，統計デー
タ利活用センターを拠点に今後，順次拡大していく予定
です。

②　オーダーメード集計サービス

オーダーメード集計とは，研究や教育目的など，法令
に基づく利用要件を満たした申出者に対して，調査票情
報を用いて集計を行い，その結果の提供を行う制度です。 

オーダーメード集計を利用することで，行政機関等が
作成していない統計表に基づいた分析が可能となります。

③　匿名データの提供サービス

匿名データの提供とは，研究や教育目的など，法令に
基づく利用要件を満たした申出者に対して，特定の個人
又は団体等が識別できないように，調査票情報を加工し
て作成したミクロデータを提供し，一定期間その利用を
認める制度です。

利用者は匿名データを利用することで，行政機関等が
作成していない統計表の作成のみならず，多変量解析な
ど，実証分析を行うことが可能となります。

以上のサービスの利用に当たっては，統計センターホー
ムページ又は公的統計のミクロデータ利用ポータルサイ
ト（miripo）を御覧ください。利用可能な調査や利用手
続の詳細，申請様式等のほか，各府省の利用可能なデータ，
ミクロデータの利用実績等を掲載しております。

https://www.nstac.go.jp/

https://www.e-stat.go.jp/microdata/

●　地方公共団体のためのデータ利活用支援の取組

統計データ利活用センターでは，地方公共団体のため
のデータ利活用支援サイト「Data StaRt（データ・スター
ト）」を提供しています。本サイトでは，統計ミクロデー
タを含めたデータ利活用の優れた取組等のコンテンツを
掲載していますので，是非，御活用ください。

http://www.stat.go.jp/dstart/

統計センターでは，平成 21 年度より統計調査を実施する行政機関等からの委託を受けて，オーダーメード集計（委託
による統計の作成等）及び匿名データの提供サービスを開始し，改正統計法（平成 30 年法律第 34 号）が施行された令
和元年５月からは，統計調査を実施する行政機関等から寄託された調査票情報をオンサイト施設で利用できるサービス
の本格運用を新たに開始したところです。また，平成 30 年４月，先進的な統計データの利活用の推進拠点として和歌山
県に設置した，統計データ利活用センターでは，統計ミクロデータの提供等の業務を行っています。

① 調査票情報の保管・提供

② 匿名データの作成・保管・提供

③ オーダーメード集計

⑤ 二次的利用サービスの相談

公的統計の調査票情報等の
集積・保管

連携協力

④ オンサイト利用環境の提供

各

府

省

等

Ａ オンサイト利用環境の提供

Ｂ 匿名データの提供

学術研究機関等を通じたサービス

複数のチャネルからの
複数のサービス提供

利用者の声をフィードバック
（サービスの充実）

統計センターが提供する公的統計のミクロデータ利用サービス(概念図)
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統計センターと学術研究機関等が
オンサイト施設運用要綱や連携協
力協定を締結

Ⅲ共同研究・データ利活用支援

Ⅱオンサイト利用の普及・啓発

Ⅳデータ利活用に係る人材育成

Ⅰオンサイト利用環境の提供
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的
な
サ
ー
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ス

オンサイト施設運用要綱締結機関

連携協力協定締結機関（サテライト機関）

研
究
協
力
・
利
活
用
支
援

一体的
な活動

業務ｻｰﾋﾞｽ
の提供ｻｰﾋﾞｽ

提供

昨今の新型コロナウイルス感染症の流行と令和２年４月７日の「新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言」の発出を受け，統計センター
では，上記の二次的利用サービスにおいて，利用相談は全て電子メールで対応するなど，感染拡大防止に努めています。

今後，状況の変化により，提供するサービスの内容を見直す場合がありますので，最近の状況については統計センターのホームペー
ジ又は miripo で御確認ください。
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人を大切に，世界に誇れる佐賀づくり
佐賀県政策部統計分析課

とうけい通信②

☆佐賀には子どもがいっぱい

「佐賀はとっても田舎で高齢化が進んでいる」と思って
いる方も多いと思いますが，『人口推計』（総務省）によ
ると，15 歳未満人口割合が 13.5％（全国平均は 12.1％）で，
沖縄県（16.9％），滋賀県（13.8％）に次いで第３位となっ
ていて，実は“子どもが多い県”なんです。

また，『平成 27 年国勢調査』（総務省）によると，夫婦
のいる一般世帯のうち子どもが３人以上いる世帯の割合
も 10.6％（全国平均は 6.9％）で，沖縄県（16.2％）に次
いで第２位となっていて，家庭の中にもたくさん子ども
がいる県なんです。お家に子どもがたくさんいるって，
賑やかで楽しいですよね。

そんな佐賀県では「子育てし大県“さが”プロジェクト」
として「出会い・結婚」，「妊娠・出産」，「子育て・自立」
や「ワーク・ライフ・バランスの実現」のそれぞれのラ
イフステージに合った支援事業を展開し，「佐賀で子育て
をしたい」と思ってもらえる佐賀県づくりを推進してい
ます。興味のある方は是非，以下のホームページを御覧
ください。

【「子育てし大県“さが”」総合情報サイト】
https://saga-kosodate.jp/

☆世界に誇れるおいしいもの
（１）佐賀海苔 ® 有明海一番

有明海で養殖される佐賀のりは収穫量日本一で，全国
の海苔の約４分の１が佐賀県で収穫されています。黒褐
色の色と艶，磯の風味，香ばしく甘みを含んだ独特のお
いしさが特徴です。

平成 19 年に佐賀県では，一番重要ともいえる海苔の“美
味しさ”の評価基準を世界で初めて分かりやすく定義し
ました。それが「美味しい海苔の評価基準」です。

日々，生産者はこの基準を目標に丹精込めて海苔づく
りに励んでいます。その中で基準を満たした海苔が，佐
賀海苔の最高峰である「佐賀海苔 ® 有明海一番」を名乗
ることが許されます。それは 10,000 枚に 3 枚というとて
も貴重なものです。

（２）羊羹
砂糖を京都や江戸に運んだ長崎街道の別名は「シュガー

ロード」。県内には江戸時代から伝わる伝統的な菓子がた
くさんあります。このような佐賀県の伝統的な名産品の
一つが小城羊羹です。

佐賀市の１世帯当たりのようかんの年間支出金額は
1,344 円（家計調査 2017 年～ 2019 年平均）で，全国平均
の 677 円の約２倍であり，全国第１位となっています。

☆最後に
佐賀県には，まだまだ多くの世界に誇れるものがあり

ます。興味をもたれた方は是非，以下のホームページを
御覧ください。

【佐賀県ホームページ】
https://www.pref.saga.lg.jp

【さが統計情報館】
https://www.pref.saga.lg.jp/toukei/default.html

小城羊羹

川上峡春祭り（佐賀市大和町）
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印刷用の紙にリサイクルできます。

〒 162－8668　東京都新宿区若松町 19－1
総務省統計局 統計情報利用推進課 情報提供第一係
TEL 03－5273－1160　FAX 03－3204－9361

E-mail y-teikyou1@soumu.go.jp
ホームページ　https://www.stat.go.jp/
御意見・御感想をお待ちしております。

編集発行

最近の数字

統計関係の主要日程（2020 年 5 月〜 6 月）

人　口 労　働・賃　金 産　　業 家計（二人以上の世帯） 物　　価

総人口
（推計による人口） 就業者数 完全失業率

（季節調整値）
現金給与総額

（規模５人以上）

鉱工業
生産指数

（季節調整値）

サービス産業
の月間売上高

1世帯当たり
消費支出

1世帯当たり
可処分所得

（うち勤労者世帯）

消費者物価指数

全国 東京都区部
千人（Pは万人） 万人 ％ 円 2015＝100 兆円 円 円 2015＝100 2015＝100

実
数

2019. 11 　126,161 6762 2.2  　285,414 97.7 　31.2 278,765 389,935 102.3  　102.2
12 P　12615 6737 2.2  　564,886 97.9 P　33.7 321,380 889,500 102.3  　102.2

2020. 1 P　12602 6687 2.4 　275,336 　99.8 P　30.2 287,173 395,821 102.2 　101.9
2 P　12601 6691 2.4 　266,706 　99.5 P　30.2 271,735 450,124 102.0 　101.8
3 P　12595 6700 2.5 P　281,812 P　95.8 … 292,214 397,872 101.9 　101.8
4 P　12596 …  … … … … … … … P　102.0

前
年
同
月
比

％ ポイント ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
2019. 11 － 0.8 ＊ 　－0.2 0.1 ＊ 　－0.6 　－1.0 －2.0 2.7 0.5 0.8

12 － 1.2 ＊ 　　0.0 －0.2 ＊ 　　0.2 P　　0.3 －4.8 －1.7 0.8 1.0
2020. 1 － 0.9 ＊ 　　0.2 1.2 ＊ 　　1.9 P　　0.3 －3.9 2.3 0.7 0.6

2 － 0.5 ＊ 　　0.0 0.7 ＊ 　－0.3 P　－0.2 －0.3 2.7 0.4 0.4
3 － 0.2 ＊ 　　0.1 P　0.1 ＊P　－3.7 － －6.0 0.9 0.4 0.4

（注）Ｐ：速報値　＊：対前月
家計（二人以上の世帯）の前年同月比は実質値。2019年12月までの前年同月比は，2018年１月に行った調査で使用する家計簿の改正の影響による変動を調整した変
動調整値。

時　期 概　　要

５月１日 消費者物価指数（東京都区部：2020年４月分（中旬速報値））公表

〃 小売物価統計調査（東京都区部：2020年４月分）公表

４日 統計トピックス「我が国のこどもの数－「こどもの日」にちなん
で－」公表

８日 家計調査（家計収支編：2020年３月分，2020年１～３月期平均及
び2019年度平均）公表

〃 家計消費状況調査（支出関連項目：2020年３月分，2020年１～３
月期平均及び2019年度平均　ICT関連項目：2020年１～３月期
平均）公表

〃 消費動向指数（CTI）2020年３月分及び2020年１～３月期平均公
表

15日 労働力調査（詳細集計）2020年１～３月期平均公表

〃 家計調査（貯蓄・負債編：2019年10 ～ 12月期平均，2019年平均）
公表

〃 小売物価統計調査（ガソリン）2020年４月分公表

20日 人口推計（2019年12月１日現在確定値及び2020年５月１日現在概
算値）公表

22日 消費者物価指数（全国：2020年４月分）公表

〃 小売物価統計調査（全国：2020年４月分）公表

28日 住民基本台帳人口移動報告（2020年４月分）公表

29日 労働力調査（基本集計）2020年４月分公表

〃 消費者物価指数（東京都区部：2020年５月分（中旬速報値））公表

〃 小売物価統計調査（東京都区部：2020年５月分）公表

〃 サービス産業動向調査（2020年３月分速報及び2020年１～３月期
速報並びに2019年12月分確報及び2019年10 ～ 12月期確報）公表

６月５日 家計調査（家計収支編：2020年４月分）公表

〃 家計消費状況調査（支出関連項目：2020年４月分）公表

≪会議及び研修関係等≫

時　期 概　　要

６月５日 消費動向指数（CTI）2020年４月分公表

〃 小売物価統計調査（ガソリン）2020年５月分公表

19日 消費者物価指数（全国：2020年５月分）公表

〃 小売物価統計調査（全国：2020年５月分）公表

22日 人口推計（2020年１月１日現在確定値及び2020年６月１日現在概
算値）公表

26日 消費者物価指数（東京都区部：2020年６月分（中旬速報値））公表

〃 小売物価統計調査（東京都区部：2020年６月分）公表

30日 住民基本台帳人口移動報告（2020年５月分）公表

〃 労働力調査（基本集計）2020年５月分公表

〃 サービス産業動向調査（2020年４月分速報及び2020年１月分確
報）公表

下旬 経済センサス ‐ 基礎調査（甲調査速報及び乙調査）2019年結果
公表

月内 小売物価統計調査（構造編）2019年結果公表

時　期 概　　要

５月18日 オンライン研修【第１回】 統計取扱業務担当職員向け研修「初め
て学ぶ統計」開講（～６月12日）

25日 オンライン研修【第１回】 統計作成実務コース「統計データので
きるまで－統計的推測の基礎①－」開講（～６月19日）

≪調査結果の公表関係≫

時　期 概　　要

６月１日 オンライン研修【第１回】 統計作成実務コース「統計データので
きるまで－統計的推測の基礎②－」開講（～ 26日）
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